
1.平均賃金算定の原則
　業務上災害により労働者が休業を余儀なくされ
た場合には、 1日目から 3日目までの間は待期期
間として、労災保険の休業補償給付は支給されま
せんが、事業主には労働者の休業 1日につき平均
賃金の100分の60以上の休業補償をしなくてはなり
ません（労働基準法〔以下、労基法〕76条）。
　また、休業 4日目以降は、労災保険の休業補償
給付の対象となり、休業 1日につき給付基礎日額
の60％が支給されます。「給付基礎日額」とは、原
則として労基法の平均賃金に相当する額をいい、
労災申請の段階で平均賃金の記載を要します。い
ずれにせよ会社は、業務上災害が発生した際には
平均賃金を計算する必要があります。
　平均賃金は、労働者の通常の生活資金をありの
ままに算定するということがその基本原理となっ
ていますので、このような考え方に基づき、原則
として、算定事由発生日以前 3カ月における賃金
の総額をその期間の総日数（暦日数）で除してこ
れを算定することとされています。なお、平均賃
金が通常のありのままの賃金から掛け離れたもの
とならないための特別の考慮が、労基法12条 3 項
で定められています。例えば、算定期間中に、次
のような期間がある場合には、算定期間からはこ
れらの期間中の日数を、賃金の総額からはこれら
の期間中の賃金をそれぞれ控除します。

・�業務上の負傷・疾病による休業期間
・�産前産後の休業期間
・�使用者の責めに帰すべき事由による休業期間
・�育児休業期間および介護休業期間
・�試みの使用期間
2.ご質問のケースについて
　業務上の災害が発生した場合、原則的な考え方
では、災害発生日の前日からそれ以前 3カ月が算
定期間となり、その期間中の賃金総額および総日
数で平均賃金を算定します。しかしながら、ご質
問のケースでは、入社して間もなく業務上災害が
発生していますので、算定期間が 3カ月に及びま
せん。さらに、すべての算定期間が労基法12条 3
項 5 号で定められた控除期間である試用期間（試
みの使用期間）となっています。このような場合、
どのように平均賃金を求めるのでしょうか。
　労基法12条 6 項では、雇入れから 3カ月に満た
ない労働者に平均賃金の算定事由が発生した場合
は雇入れ後の期間をもって算定することと定めら
れています。また、雇入れ後 3カ月未満の者で算
定期間が一賃金算定期間に満たない場合は「事由
発生日」から計算を行うこととされています（昭
27. 4.21　基収1371）。
　加えて、算定期間のすべてが労基法12条 3 項 5
号で定める試用期間に該当する場合については、
労基法施行規則 3条により、試用期間中に算定事
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由が発生した場合、その期間中の日数およびその
期間中の賃金で平均賃金を算定するとされていま
す。ご質問のケースの算定期間は 4月 1〜 5日の
5 日間であり、その 5 日分の賃金総額を 5 日間
（暦日）で除すことで平均賃金を算定します。
3.平均賃金の算出方法について
　今回の平均賃金を算定する場合に、分母となる
日数は 5日ですが、分子となる賃金総額は、当該
労働者の労働契約の内容に従い求めます。
　そこで、［図表］を見ながら当該平均賃金の算出
方法を考察します。なお、ご質問の内容からでは
すべての労働契約内容を把握することはできない
ため、賃金計算に必要な仮の条件を設けました。
　［図表］の右表上に、ご質問の内容から把握する
ことが可能な賃金計算条件を並べました。一方、
その他の賃金計算に必要となる仮の条件および計
算内容を、右表下に並べています。同じく左には、
賃金計算期間における出勤状況を示しました。
　まず、当該労働者の初任給は22万円ですが、賃
金計算期間の途中に入社していますので初任給の
半額の11万円（①）を 4月25日に支給される月額
賃金（基本給）と設定します。
　賃金計算期間（ 4月 1〜15日）における欠勤日
数は、業務災害で欠勤した 3日間（④）として、
欠勤控除額 3万円（⑧）を求めました。当該労働
者は日給月給制とのことなので月額賃金11万円
（①）から欠勤控除 3万円（⑧）を除外し、当該労

働者に支給される賃金 8万円（⑨）を求めました。
　次に、 8万円（⑨）を賃金計算期間（ 4月 1〜
15日）における出勤日数 8日（⑤）で除し、出勤
1日当たりの賃金額 1万円（⑩）を算出しました。
　続いて、この 1万円（⑩）に平均賃金算定期間
中の出勤日数「 3日」（⑦）を乗じることで、平均
賃金算定期間中の賃金総額 3万円（⑪）を求めま
した。この 3万円（⑪）が今回の平均賃金の算定
における分子であり、平均賃金算定期間の総日数
（ 5日間、⑥）で除した金額が、平均賃金になりま
す。一部仮定した条件はあるものの、ご質問のケー
スでの平均賃金は、6000円（⑫）となります。
4.補足説明
　以上では、時間外労働を考慮せず月給制の賃金
のみで計算を行いましたが、仮に平均賃金算定期
間中に時間外労働がある場合には、当該期間分の
賃金として時間外労働手当も賃金総額に加える必
要があります。時間外労働手当部分が賃金総額に
加わった場合は、労基法12条 1 項ただし書きによ
る最低保障が適用されることになるため、原則的
な平均賃金（算定期間中の賃金総額をその期間の
暦日数で除して求める）と最低保障額（月給制部
分と時間外労働部分を一度分解し、月給制部分は
暦日数で除したもの、時間外労働手当部分は労働
日数で除したものに100分の60を乗じて、それぞれ
で求められた金額の合計額）を比較して、金額が
大きいほうが平均賃金となります。

 �平均賃金の算出方法図表
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・�入社日 4月 1日
・�初任給 220,000円
・�賃金形態 日給月給制
・�4 月25日支給賃金の賃金計算期間 3月16日〜 4月15日
・�当該労働者の賃金計算期間 4月 1〜15日
・�被災日 4月 5日
・�業務上災害による欠勤期間 4月 6〜 8日
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①月額賃金 110,000円
②所定休日 土曜日、日曜日（ 4日）
③ 4月 1〜15日の所定労働日数 11日（②より土曜、日曜を除く）
④ 4月 1〜15日の欠勤日数 3日
⑤ 4月 1〜15日の出勤日数 8日
⑥�4 月 1 〜 5 日（平均賃金算定期間）�
の総日数

5日

⑦�4 月 1 〜 5 日（平均賃金算定期間）�
の出勤日数

3日

計
算
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果
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程
・

⑧欠勤控除額 30,000円（①÷③×④）
⑨ 4月25日に実際に支給される給与額 80,000円（①−⑧）
⑩出勤 1日当たりの賃金 10,000円（⑨÷⑤）
⑪ 4月 1〜 5日分の賃金総額 30,000円（⑩×⑦）
⑫平均賃金（仮）  6,000円（⑪÷⑥）

［注］�　①は、賃金計算期間の途中に入社したため初任給の半額（所定労働日数がちょうど半分）になると仮定。

【賃金計算期間における出勤状況】

4 月

1 木 出 入社日
2 金 出
3 土 休
4 日 休
5 月 出 被災
6 火 欠
7 水 欠
8 木 欠
9 金 出
10 土 休
11 日 休
12 月 出
13 火 出
14 水 出
15 木 出 賃金締切日

平均賃金
算定期間
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